
令和2年度　温室効果ガス排出抑制計画書の概要

○計画期間： 令和2年度～令和4年度

○計画基準年度： 令和元年度

○計画目標年度： 令和4年度

R1
基準年度

基準年度
総排出量
(t-CO2)

対基準年度
原単位排出量

増減率
（単純平均）

（%）

目標年度総
排出量
(t-CO2)

対基準年度
総排出量
増減率

（%）

71
　794,520

　(712,386)
-5.5 701,079 ※1 -1.6

3 15,145 -2.4 14,852 -1.9

1 11,574 -2.9 11,230 -3.0

1 2,506 -1.6 2,500 -0.2

1 21,290 -3.9 21,077 -1.0

8 78,947 -3.2 76,900 -2.6

1 4,378 -2.7 4,260 -2.7

5 29,560 -1.5 29,089 -1.6

2 9,321 -4.2 9,070 -2.7

1 7,183 -1.4 6,782 -5.6

3 17,277 ※2 -2.0 18,235 5.5

2 23,896 -2.5 23,549 -1.5

5 24,271 -4.1 22,270 -8.2

1 4,368 -3.0 4,237 -3.0

2 7,877 -2.3 7,701 -2.2

13 114,689 -4.6 109,626 -4.4

120
1,166,802

(1,084,668)
※2 -4.6 1,062,457 ※1 -2.1

9 1,361 1,324 -2.7

2 2,792 2,741 -1.8

1 2,420 2,395 -1.0

1 269 261 -3.0

2 1,112 1,078 -3.1

2 224 214 -4.5

17 8,178 8,013 -2.0

137
1,174,980

(1,092,846)
1,070,470  ※1 -2.0

注１：温室効果ガスの排出量、対基準年度比排出抑制率、増減率については端数処理（小数点

　　　第1位で四捨五入）をしているため、表中の数値を用いた計算と合致しない場合がある。

注２：トライアル事業者は原単位排出量の報告を求めていない。

   ※1　1事業者について総排出量の目標値設定がないため、当該事業者分を除いて算出している。

　　　　R1基準年度総排出量の(　)内は、1事業者を除いた数値。

   ※2　1事業者について原単位排出量の目標値設定が特異なため、当該事業者分を除いて算出している。
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